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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第107期
第２四半期
連結累計期間

第108期
第２四半期
連結累計期間

第107期

会計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日

自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日

自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

売上高 (百万円) 33,613 40,917 89,140

経常利益
又は経常損失(△)

(百万円) △96 581 4,396

四半期純損失(△)
又は当期純利益

(百万円) △3,711 △1,332 1,821

四半期包括利益
又は包括利益

(百万円) △4,790 △1,371 637

純資産額 (百万円) 18,474 21,999 23,901

総資産額 (百万円) 87,376 93,288 100,848

１株当たり四半期純損失
金額(△)
又は当期純利益金額

(円) △44.89 △16.12 22.03

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 20.9 23.3 23.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 10,724 14,513 △3,895

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △557 390 230

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,014 △4,393 7,999

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(百万円) 22,332 26,043 15,509

　

回次
第107期
第２四半期
連結会計期間

第108期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日

自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日

１株当たり四半期純損失
金額(△)

(円) △34.17 △13.06

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４　第107期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

　

環境・エネルギー（国内）事業（廃棄物処理）において、関連会社である㈱市原ニューエナジーは重要

性が増したため、持分法の適用範囲に含め、前連結会計年度末において関連会社であった㈱ミダックふじの

宮については平成23年４月に当社が保有する全株式を譲渡したため、持分法の適用範囲から除外しており

ます。

　

なお、平成23年４月に当社は連結子会社である㈱サンプラントのプラント事業（環境・エネルギー（国

内））を吸収分割により承継しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会

社)が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災により甚大な影響がもたらされた景

気に回復の基調も見られてはおりますが、電力需給の逼迫、雇用情勢の低迷、原油価格の高騰のほか、為替

相場での円高など依然として厳しい状況にあります。

このような経済情勢の下で、再生可能エネルギーにも注目が集まり、当社の中核事業である廃棄物処理

プラント、国内外のバイオマス発電プラントなどの需要が見込まれるものの、まだこれらが大きく受注に

結びつくという状況にはなく、当第２四半期連結累計期間の受注高は41,332百万円となり、大型のごみ処

理施設建設工事を相次いで受注した前年同期に比べ27,175百万円（△39.7%）の減少となりました。受注

していた大型のごみ処理施設建設工事が順調に進ちょくしていることなどにより、売上高については

40,917百万円と前年同期に比べ7,303百万円（＋21.7%）の増加となりました。また、受注残高については

89,227百万円となりました。

損益面においては、当第２四半期連結累計期間の営業利益は140百万円、経常利益は581百万円と売上高

が増加したこともあり前年同期の損失から大きく改善しております。また、前年同期に比べ改善したもの

の、訴訟損失引当金繰入額として1,712百万円を計上したことなどから、1,332百万円の四半期純損失とな

りました。

なお、当社グループの売上高は、通常の事業形態として、上半期に比較して下半期が多くなる傾向にあ

ります。

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

［環境・エネルギー(国内)事業］

受注高は26,662百万円と大型のごみ処理施設建設工事を相次いで受注した前年同期に比べ30,451

百万円（△53.3%）の減少となりましたが、受注していた大型のごみ処理施設建設工事が順調に進

ちょくしていることなどにより、売上高については30,053百万円と前年同期に比べ6,853百万円（＋

29.5%）の大幅な増加となりました。営業損益面でも、1,315百万円と前年同期に比べ528百万円（＋

67.1%）の大幅な増益となりました。

　

［環境・エネルギー(海外)事業］
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東南アジアでのバイオマス発電ボイラの受注などにより、受注高は3,067百万円と前年同期に比べ

2,499百万円（＋439.5％）の増加となりました。また売上高についても1,582百万円と前年同期に比

べ362百万円（＋29.7％）の増加となりました。営業損益面でも、前年同期の損失から改善し、118百

万円の利益となりました。

　

［民生熱エネルギー事業］

主力製品の貫流ボイラ、温水ヒーター等における市場占有率の向上、これらの保守契約等の更新需

要確保に努めており、受注高は9,050百万円と前年同期に比べ655百万円（＋7.8％）の増加となりま

したが、売上高は7,428百万円と前年同期に比べ20百万円（△0.3％）の減少となりました。営業損益

面では、389百万円の損失となりました。

　
［設備・システム事業］

半導体産業用設備等の需要は引続き回復してきており、受注高は2,834百万円と前年同期に比べ54

百万円（＋2.0％）の増加となりました。また、売上高は2,452百万円と前年同期に比べ256百万円

（＋11.7％）の増加となりましたが、営業損益面では、144百万円の損失となりました。

　
(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は93,288百万円となり、前連結会計年度末に比べ7,559百万円

（△7.5%）の減少となりました。主な要因は、売上債権の回収が仕入債務の決済を大きく上回ったこと等

により、現金及び預金が10,554百万円の増加となった一方で、受取手形及び売掛金が18,928百万円の減少

となったことによるものであります。

負債は71,288百万円となり、前連結会計年度末に比べ5,657百万円（△7.4%）の減少となりました。主

な要因は、訴訟損失引当金が1,712百万円、前受金が1,518百万円増加となった一方で、返済により借入金

が4,360百万円の減少となったほか、支払手形及び買掛金が決済により4,287百万円減少したことによる

ものであります。

純資産は21,999百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,901百万円（△8.0%）の減少となりました。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の23.5％から23.3％となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ10,534百万円増

加し、四半期末残高は26,043百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりでありま

す。

　
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動による資金の増加は14,513百万円（前年同期は10,724百万円の資金の増加）となりました。

これは主に、仕入債務の減少によって4,422百万円、たな卸資産の増加によって2,014百万円減少した一方

で、売上債権の減少によって20,521百万円増加したことによるものであります。

　
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動による資金の増加は390百万円（前年同期は557百万円の資金の減少）となりました。これは

主に、有形・無形固定資産の取得によって152百万円減少した一方で、投資有価証券の売却によって292百

万円、その他の投資の減少によって287百万円増加したことによるものであります。

　
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動による資金の減少は4,393百万円（前年同期は1,014百万円の資金の増加）となりました。こ

れは主に、短期借入金の返済によって2,770百万円減少したほか、長期借入れによって150百万円増加した

ものの、長期借入金の返済によって1,740百万円減少したことによるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　
(買収防衛策)

平成19年６月28日開催の当社第103期定時株主総会において承認されておりました「当社株式の大規

模買付行為への対応方針」は、一部を変更したうえで、新たな「当社株式の大規模買付行為への対応方

針」として継続することが、平成22年６月29日開催の第106期定時株主総会において承認されておりま

す。

その概要は以下のとおりです。

　
Ⅰ．当社の財務及び事業の方針の決定を支配するもののあり方に関する基本方針

当社は、世の中が必要とするもの、世の中に価値があると認められるものを生み出すことで、社会に貢

献し、企業としての価値を高め、長期的な発展と、すべてのステークホルダーの満足を目指すことを経営

理念としております。したがって、当社の財務及び事業の方針の決定を支配するものは、この理念を理解

したうえで様々なステークホルダーとの信頼関係を維持し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を、

継続的に確保・向上させていくものでなければならないと考えております。
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しかし、株式の大規模な買付行為の中には、その目的等から見て企業価値及び株主共同の利益を明確に

毀損するもの、大規模な買付行為に応じることを株主の皆様に強要して不利益を与えるおそれがあるも

の等、必ずしも対象会社の企業価値、ひいては、株主共同の利益を確保し、向上させることにはならないと

思われるものも存すると考えられます。そのような大規模な買付行為に対しては、当社としてこのような

事態が生ずることのないように、あらかじめ何らかの対抗措置を講ずる必要があると考えます。

　
Ⅱ．基本方針の実現に資する取り組み

長期にわたって当社の企業価値を守りかつ着実に増大させてゆくためには、事業の発展のみならず企

業運営において明確なガバナンスが確立されていること、すなわち経営に対する株主の監督機能が適切

に発揮され、また執行者による業務執行の過程が透明で合理的・効率的でかつ遵法であることが必要不

可欠です。そのためにはコーポレート・ガバナンスの強化が当社にとって経営の最重要課題の一つであ

るという認識のもと、内部統制システムの構築を行うとともに、コンプライアンス意識の徹底を図るため

「タクマグループ会社倫理憲章」及び「タクマグループ会社行動基準」を定め、全役職員に配布し、啓蒙

・教育に努めております。さらに内部通報窓口である「ヘルプライン」を社内及び社外に設置し、社内通

報制度を確立しております。

当社は今後とも、環境と熱エネルギー分野でのリーディングカンパニーとして競争優位を保ちつづけ、

中長期的な事業戦略に基づいた経営を継続する所存であります。

　
Ⅲ．不適切な者によって当社の財務及び事業の方針が支配されることを防止するための取り組み

本対応方針は、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とし当社の企業価値及び

株主共同の利益を明確に損なうおそれのある大規模買付行為に対し、下記のとおり、一定の対抗措置を講

じることを可能とすることを目的としたものであります。

当社株式に対して大規模な買付行為が行われた場合に、当社が設定した大規模買付ルール（①大規模

買付者による当社取締役会への事前の必要情報提供、②当社取締役会による一定の評価期間経過後の大

規模買付行為の開始）に則り、大規模買付者に対して大規模買付行為に関する情報提供を求め、その内容

を検討・評価し、当社取締役会としての意見を公開します。また、当社取締役会が必要と判断した場合に、

大規模買付者の提案の改善についての交渉、当社株主への代替案の提示を行います。

大規模買付ルールを適正に運用し、当社取締役会の判断の合理性、公正性を担保するために、取締役会

から独立した組織として、外部専門家等で構成する特別委員会を設置しております。特別委員会は、大規

模買付行為に関して、当社取締役会に対し、大規模買付者から提供された必要情報が十分であるか、不足

しているかの助言及び対抗措置の発動の是非についての勧告を行います。

大規模買付者がルールを遵守しない場合、またはルールを遵守した場合であっても、大規模買付行為が

当社株主共同の利益を損なうと判断される場合には、当社株主共同の利益及び当社企業価値を守ること

を目的として、特別委員会の意見を最大限に尊重した上で、大規模買付者による権利行使は認められない

との行使条件を付した新株予約権の無償割当を行うことができるものとします。
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Ⅳ．本対応方針の合理性

①買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の

確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保、

事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足しています。また、企業価値研究会が平成20

年６月30日に公表した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容にも十分配

慮しております。

②株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本対応方針は、当社株式に対する大規模買付行為が行われた際に、株主の皆様が適切な判断をするため

に必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために交渉を行うことなどを可能とすることで、企業価

値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されたものです。

③株主意思を重視するものであること

当社は、平成22年６月29日開催の定時株主総会において、継続導入について承認されており、株主の皆

様の意向が反映されたものとなっております。加えて、当社株主総会において本対応方針を廃止する旨の

決議が行われた場合には、その時点で廃止されることになり、株主の皆様の意思が反映されるものとなっ

ております。

④独立性の高い社外者の判断を重視していること

当社は、取締役会の恣意的な対抗措置の発動を排除し、株主の皆様のために、本対応方針の運用に際し

ての実質的な判断を客観的に行う機関として、独立性の高い特別委員会を設置しております。

⑤合理的な客観的要件を設定していること

大規模買付行為に対する対抗措置は合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動されないよ

うに設計されており、当社の企業価値・株主共同の利益に資する範囲で本対応方針の運用が行われる仕

組みが確保されております。

⑥デッドハンド型、スローハンド型の買収防衛策ではないこと

本対応方針は当社株主総会で廃止することができるとされており、デッドハンド型買収防衛策（取締

役の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社

の取締役任期は１年であり、期差任期制を採用していないため、スローハンド型買収防衛策（取締役の交

代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間がかかる買収防衛策）でもありませ

ん。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は、160百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。

EDINET提出書類

株式会社タクマ(E01469)

四半期報告書

 8/25



第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 321,840,000

計 321,840,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年11月11日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 87,799,248 87,799,248

東京証券取引所
市場第一部
大阪証券取引所
市場第一部

単元株式数
1,000株

計 87,799,248 87,799,248 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年７月１日～
平成23年９月30日

― 87,799,248 ― 13,367 ― 3,907
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11－３ 6,021 6.86

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６－６
日本生命証券管理部内

4,491 5.12

みずほ信託銀行株式会社　退職給
付信託　みずほ銀行口　再信託受
託者　資産管理サービス信託銀行
株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－12
晴海アイランドトリトンスクエア
オフィスタワーＺ棟

3,820 4.35

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 3,614 4.12

ＳＧＳＳ ＮＡＮＴＥＳ／ＰＩＯ
ＮＥＥＲ ＦＵＮＤＳ
常任代理人　香港上海銀行東京支
店

東京都中央区日本橋３丁目11－１ 2,800 3.19

タクマ共栄会 兵庫県尼崎市金楽寺町２丁目２－33 1,622 1.85

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 1,621 1.85

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,317 1.50

日本土地建物株式会社 東京都千代田区霞が関１丁目４－１ 1,135 1.29

株式会社滋賀銀行 滋賀県大津市浜町１－38 1,008 1.15

計 ― 27,451 31.27

(注)　１　自己株式を4,832千株所有しており、その発行済株式総数に対する所有株式数の割合は5.50％であります。

２　信託銀行等の信託業務に係る株式数については、当社として把握することができないため、記載しておりませ

ん。

 ３　平成23年８月５日付で日本生命保険相互会社及び共同保有者の２者連名で大量保有報告書（変更報告書）が

提出されており、平成23年７月29日現在で当社株式を次のとおり保有している旨の報告を受けておりますが、

当社としては実質所有株式数の確認ができておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本生命保険相互会社
大阪府大阪市中央区今橋３丁目５－
12

5,312 6.05

ニッセイアセットマネジメント
株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 392 0.45

計 ― 5,704 6.50
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 ４　平成23年９月20日付で株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及び共同保有者の６者連名で大量保有報告書（変更報告

書）が提出されており、平成23年９月12日現在で当社株式を次のとおり保有している旨の報告を受けており

ますが、当社としては実質所有株式数の確認ができておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,317 1.50

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 4,028 4.59

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 189 0.22

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー
証券株式会社

東京都千代田区丸の内２丁目５－２ 93 0.11

国際投信投資顧問株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目１－１ 617 0.70

三菱ＵＦＪアセット・マネジメン
ト（UK）

Ropemaker Place, 25 Ropemaker
Street, London, EC2Y 9AN,　United
Kingdom 

112 0.13

計 ― 6,356 7.24

　

 ５　平成23年10月６日付でJPモルガン・アセット・マネジメント株式会社及び共同保有者の２者連名で大量保有

報告書が提出されており、平成23年９月30日現在で当社株式を次のとおり保有している旨の報告を受けてお

りますが、当社としては実質所有株式数の確認ができておりません。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

JPモルガン・アセット・マネジメ
ント株式会社

東京都千代田区丸の内２丁目７－３
東京ビルディング

4,379 4.99

ジェー・ピー・モルガン・セキュ
リティーズ・リミテッド

英国、ロンドン、EC2Y 5AJ、ロンドン
・ウォール　125

350 0.40

計 ― 4,729 5.39

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式   4,832,000

―
単元株式数
1,000株

(相互保有株式)
普通株式     284,000

― 同上

完全議決権株式(その他) 普通株式  82,474,000 82,474 同上

単元未満株式 普通株式    209,248― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 87,799,248― ―

総株主の議決権 ― 82,474 ―
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② 【自己株式等】

　 　 平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

 
(自己保有株式)

株式会社タクマ

 
 
兵庫県尼崎市金楽寺町２
－２－33

 

4,832,000

 

―

　
　

4,832,000

　
　

5.50

(相互保有株式)

株式会社タクマテクノス 東京都中央区日本橋本町
１－５－６

 
284,000

 
―
 

284,000
 

0.32

計 ― 5,116,000 ― 5,116,0005.83

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成23年７月１

日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,271 26,826

受取手形及び売掛金 43,534 24,606

有価証券 3 69

たな卸資産 ※１
 4,609

※１
 6,618

その他 5,243 5,428

貸倒引当金 △33 △27

流動資産合計 69,629 63,520

固定資産

有形固定資産 12,838 12,537

無形固定資産

のれん 2,159 1,675

その他 322 301

無形固定資産合計 2,481 1,977

投資その他の資産

投資有価証券 10,902 10,609

その他 5,758 5,395

貸倒引当金 △762 △752

投資その他の資産合計 15,898 15,252

固定資産合計 31,219 29,767

資産合計 100,848 93,288
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 28,508 24,220

短期借入金 16,817 14,047

未払法人税等 206 140

賞与引当金 1,505 1,624

製品保証引当金 368 348

工事損失引当金 73 56

訴訟損失引当金 － 1,712

その他 5,269 6,755

流動負債合計 52,749 48,906

固定負債

長期借入金 14,294 12,703

退職給付引当金 6,478 6,747

役員退職慰労引当金 251 203

負ののれん 2,510 2,104

その他 662 623

固定負債合計 24,197 22,382

負債合計 76,946 71,288

純資産の部

株主資本

資本金 13,367 13,367

資本剰余金 3,844 3,844

利益剰余金 9,869 8,013

自己株式 △3,605 △3,606

株主資本合計 23,475 21,619

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 744 690

繰延ヘッジ損益 4 △1

為替換算調整勘定 △555 △526

その他の包括利益累計額合計 193 161

少数株主持分 231 218

純資産合計 23,901 21,999

負債純資産合計 100,848 93,288
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

売上高 33,613 40,917

売上原価 26,777 33,552

売上総利益 6,835 7,364

販売費及び一般管理費 ※１
 7,407

※１
 7,224

営業利益又は営業損失（△） △571 140

営業外収益

受取利息 41 44

受取配当金 123 143

持分法による投資利益 204 262

負ののれん償却額 406 406

その他 157 85

営業外収益合計 933 942

営業外費用

支払利息 229 296

為替差損 144 5

その他 84 200

営業外費用合計 458 502

経常利益又は経常損失（△） △96 581

特別利益

投資有価証券売却益 － 51

貸倒引当金戻入額 11 －

ゴルフ会員権売却益 7 －

特別利益合計 18 51

特別損失

固定資産処分損 11 －

訴訟損失引当金繰入額 3,393 1,712

減損損失 － 236

その他 19 －

特別損失合計 3,424 1,948

税金等調整前四半期純損失（△） △3,502 △1,315

法人税等 206 6

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △3,709 △1,322

少数株主利益 1 10

四半期純損失（△） △3,711 △1,332
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △3,709 △1,322

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △878 △54

繰延ヘッジ損益 3 △7

為替換算調整勘定 △206 12

その他の包括利益合計 △1,080 △49

四半期包括利益 △4,790 △1,371

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △4,781 △1,364

少数株主に係る四半期包括利益 △9 △6
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △3,502 △1,315

減価償却費 517 451

減損損失 － 236

のれん償却額 266 267

負ののれん償却額 △406 △406

投資有価証券売却損益（△は益） － △51

固定資産売却損益（△は益） 1 －

固定資産処分損益（△は益） 9 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △40 △16

賞与引当金の増減額（△は減少） 99 119

工事損失引当金の増減額（△は減少） 77 △18

退職負債の増減額（△は減少） 152 219

受取利息及び受取配当金 △164 △188

支払利息 229 296

持分法による投資損益（△は益） △204 △262

訴訟損失引当金繰入額 3,393 1,712

売上債権の増減額（△は増加） 24,389 20,521

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,637 △2,014

未収消費税等の増減額（△は増加） △113 △277

その他の流動資産の増減額（△は増加） △534 △316

仕入債務の増減額（△は減少） △7,956 △4,422

未払消費税等の増減額（△は減少） △943 △19

その他の流動負債の増減額（△は減少） △1,525 5

その他 149 40

小計 12,255 14,559

利息及び配当金の受取額 245 288

利息の支払額 △225 △311

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △9 △22

訴訟和解金の支払額 △1,542 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,724 14,513
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） 23 △53

有形固定資産の取得による支出 △89 △129

有形固定資産の売却による収入 7 －

無形固定資産の取得による支出 △22 △23

投資有価証券の取得による支出 △56 △0

投資有価証券の売却による収入 0 292

貸付けによる支出 △579 △122

貸付金の回収による収入 125 147

その他の投資の増加による支出 △81 △16

その他の投資の減少による収入 116 287

その他 － 8

投資活動によるキャッシュ・フロー △557 390

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 692 △2,770

長期借入れによる収入 1,500 150

長期借入金の返済による支出 △1,140 △1,740

自己株式の取得による支出 △1 △0

少数株主への配当金の支払額 △24 △6

その他 △11 △25

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,014 △4,393

現金及び現金同等物に係る換算差額 △316 23

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10,865 10,534

現金及び現金同等物の期首残高 11,467 15,509

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 22,332

※１
 26,043
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日　至  平成23年９月30日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 
(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

持分法適用関連会社の変更

第１四半期連結会計期間より、重要性が増した㈱市原ニューエナジーを持分法の適用の範囲に含め、保有す

る全株式を譲渡した㈱ミダックふじの宮を持分法の適用範囲から除外しております。

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

１　原価差異の繰延処理   季節的に変動する操業度により発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ

解消が見込まれるため、当該原価差異を流動資産(その他)として繰り延べておりま

す。

２　税金費用の計算   税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　
【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

※１　たな卸資産の内訳

　
前連結会計年度

(自　平成23年３月31日)
当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

商品及び製品 426百万円 553百万円

仕掛品 2,874百万円 4,674百万円

原材料及び貯蔵品 1,308百万円 1,390百万円

　

２　偶発債務

当社が、下記の会社の借入金に対し保証をしております。

なお、再保証をうけているものについては再保証額控除後の金額を記載しております。

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

㈱市原ニューエナジー 953百万円

㈱エコス米沢 606百万円

㈱バイオパワー勝田 288百万円

北海道地域暖房㈱ 44百万円

㈱市原ニューエナジー 878百万円

㈱エコス米沢 601百万円

㈱バイオパワー勝田 252百万円

北海道地域暖房㈱ 37百万円
　

計 1,892百万円 計 1,769百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

給料及び手当 2,537百万円 2,443百万円

賞与引当金繰入額 660百万円 650百万円

退職給付費用 227百万円 172百万円

役員退職慰労引当金繰入額 37百万円 33百万円

　

２　売上高の季節的変動

前第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）及び当第２四半期連結

累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

当社グループの売上高は、通常の事業形態として、上半期に比較して下半期が多くなる傾向にありま

す。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係は、次のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

現金及び預金勘定 23,085百万円 26,826百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △753百万円 △782百万円

現金及び現金同等物 22,332百万円 26,043百万円

　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１　配当金支払額

該当事項はありません。

　

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１　配当金支払額

該当事項はありません。

　

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

環境・
エネルギー
(国内)事業

環境・
エネルギー
(海外)事業

民生熱
エネルギー
事業

設備・
システム
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 22,8911,220 7,371 2,12933,613 ― 33,613

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

307 ― 77 66 451 △451 ―

計 23,1991,220 7,449 2,19534,064△451 33,613

セグメント利益又は損失(△) 787 △157 △347 △148 133 △704 △571

(注) １  セグメント利益又は損失の調整額△704百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△823百万

円及びその他の調整額118百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない販売費及び

一般管理費であります。

２  セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

環境・
エネルギー
(国内)事業

環境・
エネルギー
(海外)事業

民生熱
エネルギー
事業

設備・
システム
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 29,8241,582 7,399 2,10940,917 ― 40,917

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

228 ― 28 342 600 △600 ―

計 30,0531,582 7,428 2,45241,517△600 40,917

セグメント利益又は損失(△) 1,315 118 △389 △144 900 △759 140

(注) １  セグメント利益又は損失の調整額△759百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△877百万

円及びその他の調整額117百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない販売費及び

一般管理費であります。

２  セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額 44.89円 16.12円

 (算定上の基礎) 　 　

四半期純損失(百万円) 3,711 1,332

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 3,711 1,332

普通株式の期中平均株式数(千株) 82,691 82,682

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年11月11日

株式会社タクマ

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　河　　崎　　雄　　亮　　㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　黒　　川　　智　　哉　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社タクマの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成
23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９
月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タクマ及び連結子会社の平成23年９
月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ
ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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